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2022 年度（令和 4 年度）事業報告 

2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日まで 

2022 年度（令和 4 年度）は今回の新型コロナウイルス感染症が拡大する中で、最も感染者が多く

なった第 7 波と第 8 波を経験することになった。一方で感染者の増加とともにワクチン接種が進み

感染も比較的軽くなったこと、効果的なコロナ対策もとられるようになり、ウィズ・コロナの中で演

奏会の開催も徐々に通常に近い形で行われるようになった１年でもあった。オーケストラの活動に

必要不可欠である指揮者を中心とした外国人アーティストの来日もほぼ通常通りに戻ってきた。 

また、コロナ禍において演奏会への欲求を我慢していた音楽愛好家が熱心に演奏会に出向き始め

た一方で、コロナ禍における生活習慣の変化、高齢者の外出への不安などの要素もあり、現状では集

客に恵まれるコンサートと苦労するコンサートの二極化が進んでいる傾向もみられ、コロナ感染拡

大以前の状態に戻るかどうかには大きな不安が残る。しかしながら、アフターコロナの新しい時代の

中で、改めて前向きに活動を進めて行くことが求められている。 

１．交響楽に関する調査研究及び資料、情報の収集

（1）「日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑 2022」を刊行 

文化庁委託事業「令和 4 年度次代の文化を創造する新進芸術家育成事業」として、3,000 冊刊 

行。音楽関連機関、専門家等に配布したほか、全国の主たる図書館、大学、公立文化施設などに 

配付し、併せて連盟ホームページでも公開した。 

（2）各種レポートの発行

収集した資料、情報を随時「オケ連ニュース」で公開し、オーケストラの発展に努めた。

（3）ステージスタッフ会議、ライブラリアン会議を開催した。

①ステージスタッフ会議 2022 年 8 月 14 日（日）。Web によるリモート会議で実施。

・「コロナ禍における情報交換」を中⼼に⾏われた。 

②ライブラリアン会議 2022 年度はコロナ禍において日程調整ができず実施されなかった。

（4） 基礎資料作成の調査・検討実施

① 2021 年度の加盟オーケストラの実績を調査し、コロナ禍における支援金の項目を

設け、活動実績をより分かりやすくまとめた。

②「子どものためのオーケストラ検証」プロジェクトを実施。（徳島県内 1 校、千葉県内 1 校）

富士山静岡交響楽団、新日本フィルハーモニー交響楽団が行った音楽鑑賞教室で、アンケート

調査を新たに実施した。
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２．交響楽振興のための公演及び講習会等の開催

（1）「オーケストラの日 2023」の実施 

オーケストラの普及、浸透を図るため 3 月 31 日を「オーケストラの日」として、例年この日

を中心にその前後で加盟するオーケストラが多彩な催しを行っている。新型コロナウイルス

の感染拡大により、2019 年度は中止、2020 年度と 2021 年度はオンライン配信による開催を

余儀なくされたが、2022 年度は 4 年ぶりに実開催し、2023 年 3 月 31 日は東京文化会館大ホ

ールにおける首都圏オーケストラ合同による演奏会及びその他付随するイベントを行い、大

変多くの来場者があった。

① 首都圏では 13 楽団が共同で、東京文化会館で開催した。演奏会は 13 楽団選抜の「オー

ケストラの日祝祭管弦楽団」を編成し、指揮：キンボー・イシイ、コンサート・マスター：

篠崎史紀、司会：山田美也子で行った。

小ホールでは、東京都交響楽団、東京シティ・フィルハーモニック管弦楽団、NHK 交響楽

団、読売日本交響楽団の楽員による室内楽が無料で行われた。その他楽器に触れる、体験

型音楽ワークショップも開かれた。

主催／日本オーケストラ連盟 首都圏オーケストラ実行委員会 東京・春・音楽祭実行委員会

  助成／公益財団法人朝日新聞文化財団、公益財団法人三菱 UFJ 信託芸術文化財団 

公益財団法人 ローム ミュージック ファンデーション

協力／日本音楽財団（日本財団助成事業）

延総入場者数 約 2,462 名 

② 地方オーケストラは 12 の楽団が室内楽を含め、独自な演奏会を実施、約 2 万人の聴衆が

オーケストラの演奏等に触れた。

（2）文化庁からの委託による「アジア オーケストラ ウィーク 2022」を制作

コロナ禍において本事業も、中止または海外のオーケストラの招聘を断念して国内のオーケ

ストラのみで開催するなどしていたが、2022 年度は海外のオーケストラを招聘することがで

き、フィリピン、韓国からオーケストラを招聘して開催した。プログラムも、アジアを意識し

た作品なども取り入れたものとした。コンサートの模様は、配信も行い、より多くの人々にも

アジア オーケストラ ウィークに触れる機会を提供した。

＜会場：東京オペラシティコンサートホール＞

10 月 5 日（水）マニラ交響楽団   入場者数：809 人 

10 月 6 日（木）琉球交響楽団  入場者数：1,091 人 

10 月 7 日（金）KBS 交響楽団    入場者数：984 人  総入場者数 2,884 名 

  配信による視聴数 47 万回
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（3）オーケストラ連盟 30 周年記念事業の検討

創立 30 周年を迎える連盟の記念事業の当該年度は 2020 年度であったが、新型コロナウイル

ス感染の影響から実施を見送って以降、継続検討としている。

（4）講習会、セミナーの開催

新型コロナ感染症拡大のため、この年度は開催しなかった。

（5）文化庁「次代の文化を創造する新進芸術家育成事業」による新進芸術家海外研修

制度の成果「明日を担う音楽家たち 2023」の実施

・日本オーケストラ連盟は文化庁の海外研修制度に参加した研修生より、複数の器楽奏者の成

果をオーケストラ伴奏で披露する事業を隔年で受託している。

2022 年度はその実施年度であった。 

開催日：令和 5 年（2023 年）2 月 8 日（水） 

会 場：東京オペラシティコンサートホール

内 容：

ハイドン／チェロ協奏曲第 2 番 ニ長調 三井 静（チェロ 平成 30 年度派遣）

トマジ／サクソフォーン協奏曲 袴田美帆（サクソフォーン 令和 3 年度派遣）

ヴィラ＝ロボス／７つの音のシランダ ～ファゴットと弦楽合奏のための～

 長 哲也（ファゴット 令和元年度派遣）

ラフマニノフ／ピアノ協奏曲第 2 番ハ短調 大崎由貴（ピアノ 令和 2 年度派遣）

指揮：角田 鋼亮  管弦楽： 新日本フィルハーモニー交響楽団

（6）インターンシップの推進

例年、日本オーケストラ連盟が窓口となり、音楽大学、一般大学のアートマネジメントに関心

のある学生を公募し、受け入れ可能な加盟オーケストラで研修を実施した。

本年度は

応募人数／13 名の内 12 名が参加。受け入れオーケストラ 11 楽団 

実施期間／9 月から 3 月の間に 1 名あたり、3 日～1 週間程度の研修を実施。 

（7）その他の活動

コロナ禍において、政府は令和 3 年度開始後も前年度に引き続き、補正予算を計上し様々の事

業を実施し、芸術団体、芸術の鑑賞機会を失った市民、子供たちを支援した。以下の２つはそ

れに該当する事業
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① 令和 4 年度文化庁「子供のための文化芸術鑑賞・体験再興事業」（※）におけるマッチング 

作業への協力 

 

  令和４年度文化庁「子供のための文化芸術鑑賞・体験再興事業」において、公演を希望する 

学校とオーケストラのマッチング作業を行い、98 公演の文化芸術体験機会の創出に寄与した。 

 

※「子供のための文化芸術鑑賞・体験再興事業」 

新型コロナウイルス感染症の影響下において、学校内外で子供たちが文化芸術の鑑賞や体験・修得をする機会

が多く失われているため、学校等において実演芸術等をはじめとする多様な文化芸術の鑑賞・体験が享受でき

る機会を再興することを目的とする事業 

 

② 文化庁「統括団体によるアートキャラバン事業（コロナ禍からの文化芸術活動の再興支援事業）」

（※）の一環として文化庁の助成を受け「オーケストラ・キャラバン」を実施 

 

開催日：2022 年 5 月 11 日（水）〜 2023 年 1 月 31 日（火） 

会 場：全国（北海道～九州）40 会場 

    内 容：加盟オーケストラ 22 団体がそれぞれフルオーケストラにより 43 公演を実施 

 

※「統括団体によるアートキャラバン事業（コロナ禍からの文化芸術活動の再興支援事業）」 

  コロナ禍からの文化芸術活動の再興を支援するため、大規模で質の高い我が国の文化芸術水準を向上させるよ

うな公演等の実施や配信を支援し、文化芸術の質の向上と文化芸術の重要性や魅力を発信することにより、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大による萎縮効果を乗り越え、再興に向けて需要喚起や業界全体の活性化を

図るもの。（大規模公演型） 

 

③ アフィニス文化財団が開催する「アフィニス夏の音楽祭 2022 Nagaoka」に協力 

コロナ禍の中、昨年度はオンラインの開催であったが、2022 年は招聘演奏家も来日し開催され

た「アフィニス夏の音楽祭 2022 Nagaoka」（新潟県長岡市）に協力した。 

 

 

３．青少年に対する交響楽の普及 
 

（1）復興支援演奏会の実施 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により実施を見送った。 

 

（2）東京都が主催する「子供たちと芸術家の出会う街」の制作に協力 

 

    日時・会場：2023 年 3 月 28 日（火）東京芸術劇場 

    企画・演奏 ：東京交響楽団 
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    事前アウトリーチ  参加人数：1,066 名  

    当日ワークショップ 参加人数：239 名  

    オーケストラ演奏会 参加人数：1,522 名  

    当日無料イベント  参加人数：580 名 

                 合計：3,407 名 

 
４．交響楽に関する国際交流  

 
 （1）海外のオーケストラ連盟との交流と情報交換 

英国オーケストラ連盟の年次総会（ハイブリット開催）が 2 月１日～３日リーズで開催され、

Web 開催部分に沖汐明日香さん（セントラル愛知交響楽団）が参加した。テーマは「United」。

英国にとっての 2022 年は音楽領域を飛び越えたエキスパートらが専門分野を横断し団結した

年。オーケストラの新たな可能性切り拓く共同プロジェクトの実施報告やオーケストラが活用

できるビジネス戦略などが取り上げられた。 

 

                                        

５．その他目的を達成するために必要な事業 
 

（1）オーケストラへの寄付金の配分 

  2021 年度に企業 1 社より頂戴した 300 百万円の寄付を企業のご意向を踏まえ、今年度も日本オ

ーケストラ連盟の加盟団体に配分した。 

 

（2）「日本オーケストラ連盟ニュース」の発行（ 3 回） 

 オーケストラに関する特集記事、音楽界のトピックスや各種情報などを伝えるほか、加盟する 

 オーケストラの主催公演を一覧表示。コンサートガイドの役割も果たし、単なる機関紙としてで 

はなく調査、資料収集等で得られた知見、情報も掲載した。 

  7 月第 108 号、12 月第 109 号、3 月第 110 号 発行部数 各 6,000 部 そのほか HP においても

公開。 

   

 （3）「日本のオーケストラ」作成 

   この年度は発刊しなかった。 

 

（4）他の芸術団体等との連携 

 芸術家会議、日本芸能実演家団体協議会（芸団協）、文化芸術推進フォーラムの一員として他の

芸術団体や「劇場・音楽堂等協議会」などとも連携を図り、健全な文化芸術活動やオーケストラ

運営ができる環境整備と充実に努めた。 
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６．その他の事業 

 
 （1）著作権代行事業 

一般社団法人日本音楽著作権協会（JASRAC）との協定による、加盟オーケストラの使用する管

理著作物の包括的申請と使用料の一括徴収と支払業務を実施した。 

 
 （2）共同広告事業 

  本年度は実施しなかった。 

 
 （3）互助会事業 

  病気や怪我で３ヶ月以上活動できない、連盟加盟の楽団に所属する楽員・職員への無利息による

貸付制度。本制度の利用を促した。 

 
会議の開催 

 
○理事会 2022 年度 計 4 回 

 第 1 回   5 月 24 日（火） Web によるリモート会議で実施 

第 2 回   6 月 15 日（水） 13：00～14：00 機械振興会館 

第 3 回     2 月 24 日（金） 決議の省略による 

第 4 回   3 月 22 日（水） Web によるリモート会議で実施 

 

○総 会 2022 年度 計 2 回 

定時総会  6 月 15 日（水） 11：00～12：45 機械振興会館 

 臨時総会  3 月 17 日（金） 決議の省略による 

 

○運営委員会 第 248 回 ～ 第 255 回  計 8 回 

4 月 27 日（水）、7 月 27 日（水）、9 月 29 日（木）、10 月 25 日（火）、 

11 月 24 日（木）、12 月 26 日（月）、1 月 27 日（金）、2 月 21 日（火） 

Web によるリモート会議で実施 

 

運営委員（11 名）： 

   佐藤 隆文   理事長 

   金山 茂人   副理事長 

西濱 秀樹   専務理事、山形交響楽団  専務理事 

桑原  浩   専務理事 

竹内  淳   常務理事・事務局長 

磯村  仁   名古屋フィルハーモニー交響楽団 専務理事 

志田 明子      東京シティ・フィルハーモニック管弦楽団 代表理事・楽団長 
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関谷 篤弘      読売日本交響楽団 常任理事・事務局長 

床坊  剛   オーケストラ・アンサンブル金沢 ゼネラル・マネージャー 

長岡 大地   新日本フィルハーモニー交響楽団 総務部 

福山  修      大阪フィルハーモニー交響楽団 事務局長 

望月 正樹      日本センチュリー交響楽団 副理事長・楽団長 

   上野 喜浩   群馬交響楽団 音楽主幹 

    

○地方オーケストラ連絡会／首都圏オーケストラ連絡会「合同会議」  

  8 月 25 日（木）～26 日（金） ハイブ長岡（新潟県長岡市） 

 

○首都圏オーケストラ連絡会 第 449 回 ～ 第 457 回  計 8 回 

4 月 25 日（月）、７月 19 日（火）、9 月 27 日（火）、 

10 月 24 日（月）、11 月 21 日（月）、12 月 20 日（火）、1 月 27 日（金）、2 月 28 日（火） 

Web によるリモート会議で実施 

 

○地方オーケストラ連絡会 計 1 回 

4 月 15 日（金）Web によるリモート会議で実施 

 

○首都圏「オーケストラの日」実行委員会 計 3 回 

3 月 8 日（水）、3 月 10 日（金）、3 月 27 日（月） 

Web によるリモート会議で実施 

 

○「子どものためのオーケストラ検証」プロジェクト委員会の開催  計 1 回 

  5 月 10 日（火） 
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外部の委員会・協議会等への協力 

 
 ○公益社団法人日本芸能実演家団体協議会（以下、「芸団協」）の監事として金山茂人／副理事長、

理事として桑原浩／専務理事が参加した。 

 ○公益社団法人日本演奏連盟常任理事として吉井實行／参与が参加した。 

 ○公益財団法人音楽文化創造評議員として桑原浩／専務理事が参加した。 

○芸術家会議の常任幹事として桑原 浩／専務理事が参加した。 

○芸団協「実演芸術振興委員会」委員として桑原浩／専務理事が参加した。 

○公益財団法人公益法人協会評議員として吉井實行／参与が参加した。 

○「文化芸術推進フォーラム」運営委員として桑原浩／専務理事が参加した。 

 ○公益財団法人アフィニス文化財団の理事として桑原浩／専務理事が参加した。             

  ○演奏家権利処理合同機構（ＭＰＮ）の「クラシック委員会」委員として工藤真実／東京フィルハ

ーモニー交響楽団常務理事・事務局長、桑原浩／専務理事が参加した。 

○アジア・太平洋地域オーケストラ連盟の事務局長を名倉真紀／マネジャーが務めた。 

○全国劇場・音楽堂等アートマネジメント研修会のモデレーターを竹内淳／常務理事が務めた。 

 
関係団体との連携、協力 

 
  芸団協、芸術家会議、文化芸術推進フォーラム、日本音楽芸術マネジメント学会、公益財団法人

公益法人協会の会員、構成団体として参加している。 

 

 
庶務の概要 

 
１．会員に関する事項 

正会員 準会員 賛助会員 名誉会員 

25 13 
法人  10 

個人  0 
0 
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２．会長及び役員に関する事項 

 

役   名 氏   名 現  職 

会  長    児玉 幸治 一般財団法人 機械システム振興協会 顧問 

理 事 長 佐藤 隆文 元・金融庁 長官 

副理事長  金山 茂人  公益社団法人 日本演奏連盟 常任理事 

専務理事  
 西濱 秀樹  山形交響楽団 専務理事 

桑原  浩 日本オーケストラ連盟 （常勤） 

 常務理事 竹内  淳 日本オーケストラ連盟 事務局長（常勤） 

理   事  

西村   朗 作曲家 

藤井眞理子 東京大学名誉教授 

松尾 康二  NPO 法人 音楽は平和を運ぶ 理事長 

 宮脇  匠  公益財団法人 アフィニス文化財団 事務局長 
  

 磯村  仁   名古屋フィルハーモニー交響楽団 専務理事 

志田 明子 東京シティ・フィルハーモニック管弦楽団 代表理事・楽団長 

関谷 篤弘 読売日本交響楽団 常任理事・事務局長 

床坊  剛 オーケストラ・アンサンブル金沢 ゼネラル・マネージャー 

林   豊 新日本フィルハーモニー交響楽団 

 福山  修 大阪フィルハーモニー交響楽団 事務局長  

 望月 正樹  日本センチュリー交響楽団 副理事長・楽団長 

 藪原  博  群馬交響楽団 専務理事 

監   事  
千葉 和彦  公認会計士 

箱田 英子 弁護士 

顧   問  
岡山 尚幹 元・常務理事 

田邊   稔 元・副理事長 

参   与   
加納 民夫 元・理事・事務局長 

吉井 實行 前・専務理事 

                      2023 年 3 月 31 日現在 

 
 

 
2022 年度 事業報告の附属明細書 

 
2022 年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第 3 項

に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作成しない。
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【参考資料】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２０２２年度収⽀計算書 
収⽀計算書に対する注記 
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